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「環境モデル都市」としての取り組み(平成２１年１月内閣総理大臣認定)
宮古島市は、日本政府より、我が国において唯一の島嶼型の環境モデル都市の認定を受け、環境モデル都市行動計画により以下のＣＯ2削減目標を定めている。

(t-CO2) 排出削減イメージ

部門別排出割合
部門別排出割合の高い運輸、家庭部門のエネルギー対策を中心とした削減計画を実施。

宮古島市
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▲9.5%▲37%▲69%
321千 343千 313千 333千 291千 201千 99千



○ライフスタイルの変化や産業経済活動の活発化に伴う自然環境への負荷増大。生活の源となる水を始め、観光資源でもある自然環境の保全が必要。⇒命の水の保全⇒自然を守ることで島の価値を高め、持続的な観光へ

当市の基本的な課題
「住み続けられる島」を実現するための条件

宮古島市

○離島県である沖縄県のさらに離島に位置する宮古島では、食料やエネルギー資源を島外依存。地産地消による資源循環が必要。⇒地域経済の循環（域外流出の抑制）⇒外的要因による影響の緩和
○人口減少による地域の衰退。地域産業の振興による雇用の確保が必要。⇒魅力的な仕事
「エコアイランド宮古島」とは「いつまでも住み続けられる豊かな島＝持続可能な島づくり」
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エコアイランド宮古島宣言2.0～千年先の、未来へ。～
エコアイランド宮古島宣言２．０ 宮古島市

○エコアイランド宮古島宣言（平成３０年３月３０日）
１．私たち市民は、島の生活を支えるかけがえのない地下水を守ります。１．私たち市民は、美しい珊瑚礁の海を守ります。１．私たち市民は、みんなの知恵と工夫で、限りある資源とエネルギーを大切にします。１．私たち市民は、ゴミのない地球にやさしい美(か)ぎ島(すま)宮古(みゃ～く)島(ずま)を目指し、一人ひとり行動します。１．私たち市民は、緑・海・空を守り、すべての生物が共に生きていける環境づくりのため行動します。１．私たち市民は、よりよい地球環境を取り戻し・守るため、世界の人々とともに考え・行動し、未来へバトンタッチします。

平成20年３月のエコアイランド宮古島宣言から10年。エコアイランドを再定義し、ビジョンを明確化するため、エコアイランド宮古島宣言2.0を発表。
 標語「千年先の、未来へ。」を策定(H30.3)
 2030年、2050年に目指すべき５つのゴールを設定(H31.3)エコアイランド宮古島宣言は、「宮古島市版SDGs」に位置づけており、今後、エコアイランド推進計画に関連施策を追加的に盛り込んでいく方針。
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2030
2050

指標①
地下水水質・
窒素濃度指標⑤

固有種の保全

指標④
サンゴ被度

指標③
エネルギー
自給率

指標②
家庭系ごみ
排出量

1人1日あたり家庭系ごみ排出量

エネルギー自給率

～ 千 年 先 の 、 未 来 へ 。 ～エコアイランド宮古島の５つのゴール
地下水質・窒素濃度（水道水源地）固有種の保全（外来種対策）

サンゴ被度
ハマサンゴ優占群集 ミドリイシ優占群集

2016（現状） 2.9%
2030 22.1%
2050 48.9%

2016（現状） 5.05mg/L
2030 4.64mg/L
2050 2.17mg/L

2016（現状） 542g/人･日
2030 488g/人･日
2050 434g/人･日

2016（現状） 20～30% 5～10%
20302050 40%以上 70%以上

伊良部＋宮古北部クジャク個体群根絶
市全域クジャク個体群根絶

目標15 森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、土地劣化の阻止および逆転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る

目標14 海洋と海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する
目標7 手ごろで信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保する

目標13 気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る

目標6 すべての人々に水と衛生へのアクセスを確保する

目標11 都市を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする

5



【事業概要】再生可能エネルギーの効率的利用やエネルギー供給コストの低減化を目的として、エネルギーマネジメントシステム（ＥＭＳ）を導入し、ＩＴ／ＩｏＴ技術を活用して電力消費の制御を行い、経済メリットを生み出すことで、持続可能な社会システムとしての実装を目指す。⇒ エネルギー自給率の向上⇒ 地域経済の活性化や雇用創出⇒ 脱炭素社会の促進予算スキーム: 沖縄県 ⇒（委託）⇒ 宮古島市事業期間:平成23年度～令和2年度

宮古島市全島ＥＭＳ実証事業 省エネ 地産エネ

EV

ホテル
BEMS

BEMS

HEMS
EV

業務ビル

住宅

火力発電所

メガソーラー 風力蓄電池

全島EMS

来間島公共施設
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宮古島市全島ＥＭＳ実証事業（ステークホルダーの関係性） 宮古島市

沖縄電力 需要家

実証事業沖縄県（宮古島市） 設備導入(熱供給)事業者（地元事業者）

成果

化石燃料供給→再エネ供給
実装・普及

調整力確保・低コスト化調整力確保・低コスト化

新たな再エネ事業展開新たな再エネ事業展開

設備導入＝民間普及

低炭素社会実現エネルギー自給率向上低炭素社会実現エネルギー自給率向上

地元事業者

H30～R2年度宮古島全域 遠隔制御実証・需給バランス調整力効果検証

実証事業
遠隔制御実証

需給バランス調整力効果検証

小規模熱(温水)供給PV余剰電力売電小規模熱(温水)供給PV余剰電力売電生活コスト減・再エネ利用生活コスト減・再エネ利用
アグリゲーター
調整力検証調整力検証

安定的/持続的/低廉なエネ供給安定的/持続的/低廉なエネ供給
需給調整力ビジネス確立需給調整力ビジネス確立

H28～H29年度動作検証・低コスト化検証・効果シミュレーション
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第三者所有による再エネ普及の取り組み 宮古島市

太陽電池

WH
ガス基本料金

水道代

ガス従量料金

ガス基本料金

ガス従量料金

温水料金

生活コスト

集合住宅

戸建住宅
電気代 電気代

【第三者所有モデルの特徴】・需要家はコスト(リスク)負担なしで生活コスト削減。・事業者は一括大量調達によって低コスト化実現。・故障リスクを分散化。・ガス事業者との連携により、収益性を確保。・BtoBで需要制御が容易に。

ｶﾞｽ給湯器

入居世帯
キッチン
風 呂 水道事業

WH
M

1EQ:1世帯
沖縄電力

電力量計 パワコン
太陽電池買電(不足分) 売電(余剰分)

※WH＝HP給湯機or電気温水器

水道代
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来間島地域マイクログリッド構築事業
○事業概要来間島は発電所から離れたところに位置するため、台風停電時の復電が遅延傾向にある。そこで、住宅に太陽光発電や蓄電池、電気給湯器(EQ)などを設置して制御し、配電線に大型蓄電池と補充用ディーゼル発電機を設置して制御することにより、台風等による停電の時間を短くする地域マイクログリッドを構築する。
○予算、他
 予算:地域の系統線を活用したエネルギー面的利用事業費補助金
 関係省庁:経済産業省
 事業期間:令和2年度～
 事業者:宮古島市、(株)ネクステムズ(株)宮古島未来エネルギー、沖縄電力(株)
○事業スケジュール令和２年度～令和３年度:大型蓄電池・ディーゼル発電機設置工事住宅用等太陽光発電設備設置工事令和3年度:夏頃から運用開始～令和８年度まで実証予定

○事業イメージ
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宮古島市

来間島地域マイクログリッド
（PV合計出力710kW、日発電量2234kWh、MG蓄電池400kW-800kWh、島内需要電力50kW～250kW）

宮古島未来エネルギー(発電事業者)
ネクステムズ(MG事業者) 制御装置

島内負荷(①既設PV)

⑤MG蓄電池(蓄電池システム)

離島振興総合センター来間小学校(体育館)

⑥ディーゼル発電機(補充電用)

受電盤

北側ホテル(MG対象外)

変圧器変圧器

④需要側制御システム

橋梁ケーブル

②PV蓄電池その他

沖縄電力(MG事業者)

地域マイクログリッド範囲

新設:設備費＋工事費補助対象 新設:設備費補助対象 既存設備／補助対象外

来間島
宮古島本島

グループホーム来間戸建住宅市営住宅小規模店舗

⑧開閉器P1

③PV蓄電池その他②PV蓄電池その他③PV蓄電池その他

⑧開閉器P26600V

宮古島市(地方自治体)

コンソーシアム
指定避難所指定避難所

:平常時:非常時

⑦系統側制御システム


